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新刊紹介
W・エー レルト
他二名共編
『社会主義経済辞典』
本誌前号でわが国の経済学辞典を紹介したから，今度は外国で最近出たものを一つとり
あげることにしよう。それはドイツ人民共和国 (DDR)で今年刊行された『社会主義経
済辞典』 (Worterbuchder Okonomie Sozia!ismus)であって， W.Ehlert;H. Joswig; 
W. Luchterhandの三名の共同編集にかかるこの辞典は，多項目主義の小辞典であるが，
社会主義経済の理論的実際的諸問題を，マ］レクスーレーニン主義の立場からとりあつかう
という特色をそなえている。具体的にいうと，この辞典はつぎの諸分野についての術語や
事象の定義，説明および数字的資料を提供するものである。 (1)社会主義の経済学， (2)社会
主義的な経済連営と国民経済計画， (3)科学技術の進歩， (4)経済計算と経済的刺戟， (5)社会
主義的労働体制， (6)産業諸部門の合理化， (7)社会主義国間の分業と協同。制度的な説明や
事実の叙述はほとんど専らドイツ民主共和国の現状に関するもので， 「諸概念の選択や定
義も主として実践上の要望から出発した」（序言）とされており，経済学者のみなず， 経
済官僚や産業人や学校の教師たちにも有益なインフォメーションをあたえるのがそのねら
いである。
1949年に発足したDDRは，第二次大戦による莫大な人的物的損傷という負債を背負
い，祖国の東西の分裂という不幸な事態のなかで，経済の復興と成長のあゆみをつづけて
来たが，その道は決して坦々たるものではなかった。 195紗p3月短期間ながらこの国を実
地に見聞した私は，社会主義的経済建設のたくましさにうたれながら，同時にこれがすく
なからぬ難問ーーそれは東欧の社会主義国に共通するものもあれば特殊ドイツ的なものも
あろう一ーをかかえていることにも気づかせられ，以来この国の進路を見まもってきた。
1961年のいわゆる「ベルリンの壁J以来，この国の経済が一層の安定性を加え，最近の経
済力の充実ぶりがDDRの国際政治における地位にもいろいろの変化をおよぽしつつある
ことはよく知られている。本書も随処に統計数字や図表をもちいて経済発展の諸相を示し
ている（たとえば fiihrendeZweige qer Vo!kswirtschaftゃNationaleinkommenの
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項を参照）が，本書の出現も，こうした実績をふまえての自信がそれを可能にしたといっ
てよいだろう。がそれと同時に， 1963年からはじまった「新経済体制」 (neuesokonom-
isches System der Planung und Leistung) (本書s.325ー 326を参照）が1965年12
月以来第二段階に入り， 1970年までに科学・技術革命を完遂するという重要な時期に当面
している現在，従来の経験を整理綜括することによって理論的水準を一層高め，経済運営
を強化することに役立てようとする熱意のほどを，本書の生誕はものがたってもいるので
ある (politischeOkonomieの項，とくに s.356を参照）。
本書が私の興味をひくのは，どちらかといえば， DDRの経済の現状に関する記述より
も，社会主義経済学の基本概念についての理論的説明である。マルクス主義に立つ経済学
辞典は，従来ソ連でも出ている（その一つの邦訳が『経済学小辞典』青木書店， 1960であ
る）し，わが国でも一二にとどまらないが，その多くは資本主義経済に関する記述が主た
る内容をしめていたのに対し，本書は社会主義経済のみを対象としている点で異色があ
る。社会主義経済学の体系構成は， ソ連科学アカデミーの『経済学教科書』（初版1952,
第4版1962)以来，社会主義諸国のみならず，わが国でも多くの研究者によって論義され
ているが，未解決の論点がすくなくなく，とりわけ最近の中ソ論争が問題を一そう複雑化
している現状である。この時期に，本書が刊行されたことは， DDRの学者の多数意見が
社会主義経済学の基本問題についてどういう理論的見解をもっているかをしめす好適の資
料として，国際的にもかなりの注目をひくものと思われる。
さて本書がとりあげている理論的な概念を分類すると， (1)生産力，生産関係，生産様式
のような歴史貫通的な性質のもの， (2)価値，価格，貨幣のような商品経済の概念だが社会
主義においてもその意義がかわりながら通用するもの， (3)フォンド，労働実績に応じた分
配の法則のような社会主義経済に固有のものの三種に一応わけることができよう（ちなみ
に本書では社会主義を「共産主義の第一段階」としている (S.416)が，共産主義は独立
項目としてとりあげられておらず，社会主義に関連して本書の数ケ所でわずかに言及され
ているにすぎない。たとえばs.23, 177, 380を参照）。ところがその中には，意味内容
からは別に社会主義社会に限ったものではなく，他の社会についても考えられる概念では
ある（したがって(1)に入る）が，それが理論的にも実践的にも真に重要な意義をもってく
るのは，まさに社会主義社会においてであるといったものがすくなくない。私が最もつよ
い興味をよせるのは，このような種類の概念であって，たとえば本書の項目からそれに該
当するものを一つあげると，「時間予節」 (Zeitbudget)がそれである。本書によればこの
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言葉と同義のものにZeitfondsゃZeitumfangがあるが，いずれも，週とか日とかいっ
た一定の時間の幅の中で処分可能な時間のことを意味する。時間予算はその使用方法によ
って，労働時間と非労働 (arbei tsfrei)時間とに分類され，後者はさらに， (a)労働時間と
直接関連しての時間使用バb)家事労働と個人的保護のための時間使用， (c)生理的な欲求の
翠のための時間使用および(d)自由時間 (Freizeit)に細分される。このうち労働時間の
内容やそれに関連した時間については， Arbeitszeit,Arbeitsnorm, Vorbereitungs-und 
AbschluBzeitのそれぞれの項目で説明されているが， 自由時間についても一つの項目を
設け，そこで自由時間の分量を規定する諸要素を列挙した後， 「社会主義における労働生
産性の向上と労働時間の短縮とによって個人の生活における自由時間の幅はひろがる一方
である」 (S.150)とのべ，この自由時間の正しい活用が社会主義的教育の一目的となるで
あろうと結んでいる。
さらにこのような叙述との関連で注目されるのは，本書が「時間節約の法則」を重視し
ていることである。この法則を独立項目としてとりあげた場所で本書は，「すべての経済活
動において時間を節約し労働時間を最も合理的な仕方で支出する必然性を反映するところ
の一般的経済法則」と規定し，この法則を基礎づける事実は， 「社会の富が人間の労働に
よって創り出されるということ，したがって社会的富の範囲と社会の福祉とは生きた労働
と対象化された労働とをふくめての社会的労働を合理的能率的に支出すればするほど増大
する」ということだとのべ，マルクスの『経済学批判要綱』の中の， 「時間の節約， すぺ
ての節約はこれに帰着する」という有名な一文をふくむくだり (Marx,K., Grundrisse 
der Kritik der politischen Okonomie, Dietz, 1953, SS. 89-90. この点については，杉
原『ミルとマルクス』 1957,増訂版 1967,p. 150, 杉原「マルクスの経済本質論に関する
一考察」本誌珊， 1-2,1963を参照。）を引用した後，この法則の実現は資本主義社会で
は大きな限界にぶつかるが，社会主義社会にはそうした障害はないと書き， w.ウルプリヒ
トのつぎの言葉で説明をむすんでいる。「搾取から解放された動労者たちの百万の大軍と
ともに時間節約の法則を貫遂すること―これがわれわれの新経済体制の意味である」
(SS.172-173)。Preistypの項で「価格の型の決定に際しては，価格をどうすれば時間節
約の法則に最もよくかなうかという点から出発すべきだ」 (S.366)とされ， Wertgesetz 
の項でも「価値法則の根本的な意義は時間節約の法則の作用との直接的な関連の中であき
らかになる」 (S.512)とのべられていることも，この法則が DDRでどんなに重視され
ているかをしめすものであろう。本書とほぼ同時に刊行された OkonomischesLexikon 
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(Dietz Verlag Berlin, 1967)の当該個所 (Bd.I, SS. 779-781)でも， この法則の項
を担当したH. .JSchulzによって，今ここで紹介した本書の叙述とほぽ同様の説明がな
されている。 (Dietz Verlag Berlin, 1967, B6, 539ペー ジ） ―-杉原四郎ー一
藤井 茂著
『貿
?
政 策』
最近の世界経済は貿易の自由化，資本の自由化に引続いてケネデイ・ラウンドから低開
発国への特恵供与の問題など貿易政策上の重要問題が連続して各国は応対のいとまもない
くらいである。かくて，貿易政策を体系的に解明する書物，すなわち，政策を論じる見地
から書かれた国際経済の書物の必要性が痛感されている。しかし，そのような書物は他の
財政政策や金融政策の類書に比較して少いのみならず，貿易政策と題する書物すら近年に
かんする限り皆無に近かったのである。
最近，藤井茂教授が永年の宿志を抱いて追求された成果の一端を『貿易政策』と題して
上梓された。それは教授のいままでの多方面にわたる多くの研究からも推察されるよう
に，単なる方法論的あるいは技術的な政策論ではなく，理論と政策と歴史とがよくパラン
スして，しかも政策的観点から体系的に整備されているもので，まさに上記の要求に応え
るものといえよう。この書は大きく 4編に分かれており，先ず目次にしたがって章題を列
挙すると次の通りである。
第I編貿易政策の場所と課題，一方法論的考察。
第1章貿易と国民経済
第2章貿易政策の課題と体系
第I編貿易政策の歴史と理論
第3章貿易差額ーマーカンティリズム
第4章 自由貿易論
第5章 保護貿易論の一原型ーアレキサンダー・ハミルトンの産業分化論
第6章幼稚産業保護論
第7章低開発国の工業化と工業保護論
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